
単位：千円

事 業 名 当初予算見積額 説 明
(前年度予算額)

【総務課】

県有庁舎管理費 754,549 本庁舎施設の良好な維持管理および執務環境の確保を図るため、施

(234,347) 設の改修、維持補修を行う。

１ 県有庁舎維持管理費 746,279

使 53,800

(1) 旧県警本部別館改修工事 447,801

財 2,143 旧県警本部別館の耐震補強、防水、外壁の改修を行うとと

もに内装の改修および電気、空調設備の更新を行う。

繰 121,038

(2) 新新館外壁改修工事 71,837

諸 14,613 本庁舎新新館外壁のシーリングの全面打替え、および不良箇

所の改修を行う。

起 398,600

○一 164,355

私立学校振興対策費 4,666,424 私立学校の振興と保護者の負担軽減を図るため各種事業を実施する。

(4,381,722)

１ 私学経営安定事業 3,256,719

国 1,620,645 私立学校振興補助金 3,252,611

私立学校の経営の安定化および保護者負担の軽減を図るため

財 785 私立学校の経常経費に対して助成する。

繰 89,495 ２ 保護者負担軽減補助事業 1,248,036

諸 347 (1)私立高等学校特別修学補助金 147,868

私立高等学校が行う授業料軽減事業に対し助成する。

○一 2,955,152

(2)高等学校等就学支援金交付金 1,096,881

私立高等学校等の生徒について、高等学校等就学支援金とし

て一定額を助成する。

３ 教育条件充実向上事業 157,786

(1)私立幼稚園特別支援教育事業費補助金 38,416

(2)私学退職金財団補助金 65,149
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公立大学法人 2,714,699 本県の学術文化の振興と地域の持続的発展に寄与するという基本理

振興事業費 (2,767,403) 念のもとに運営されている公立大学法人滋賀県立大学に対し、運営費

用の一部を負担し、有為な人材の養成や地域貢献に積極的な役割を果

たす。

財 239

○一 2,714,460 １ 公立大学法人滋賀県立大学運営費交付金 2,510,889

【経営企画室】

経営改革推進事業費 3,492 行政経営改革を推進するために必要な取組を実施する。

( 2,604)

１ 事業仕分け実施事業 1,900

県と市町の役割分担を踏まえ、県と市町で重複する事業の解消

○一 3,492 や責任の明確化など施策・事業のあり方について、公開の場での

議論による事業仕分けを実施する。

【税政課】

公金取扱費 2,475,002 県税に係る徴収金を収納するために必要な経費を負担する。

（2,666,456)

県税徴収事務取扱交付金 2,407,653

○一 2,475,002 地方税法等の規定に基づく徴収事務取扱費を国、市町ならびに

特別徴収義務者に交付する。

諸支出金(税務関係) 28,170,200 地方税法の規定に基づき、各種清(精)算金、交付金および還付金を

（26,380,200) 支出する。

１ 都道府県(清)精算金 11,575,000

○一 28,170,200 地方消費税清算金および県民税利子割精算金を清(精)算後支払

いの必要な都道府県に支出する。

２ 市町交付金 14,695,200

自動車取得税交付金等、県税収入の一定割合を県内市町に交付

する。

３ 県税過誤納還付金 1,900,000

県税として納付された過年度分の過誤納金等を還付する。



単位：千円

事 業 名 当初予算見積額 説 明
(前年度予算額)

【自治振興課】

市町振興調整費 1,595,875 １ 知事許認可権限等移譲事務市町交付金 287,985

(1,583,843)

滋賀県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の規定に

諸 767,000 基づき市町長が処理する事務について、その処理に要する経費に対

し、毎年度知事が定める額を基準として算定した額を交付金として交

○一 828,875 付する。

２ 自治振興交付金 530,000

地方分権が進展する中、市町の地域の実情に応じて、市町の自主的

な判断による弾力的で自由度の高い施策展開を支援するため、交付金

を交付する。

地域自治振興費 49,012 １ 未来を拓く地域づくり推進事業 1,398

(48,046)

住民をはじめ多様な主体が参加し、連携しながら県内のコミュニテ

繰 45,739 ィ活動や地域づくりを活性化させるため、県域で広域性・専門性を活

かして支援・補完する仕組み（県域版地域プラットフォーム）の構築

諸 339 を進める。

○一 2,934 （１）県と市町との情報交換・交流の場の開催 523

（２）総合特区・構造改革特区・地域再生計画等の推進 369

（３）移住・交流の推進 506

２ 地域定住支援システム構築事業 45,739

過疎や高齢化が進む地域ににぎわいを呼び戻し、集落機能の維持や

地域の活性化を図るため、空き家や空き地などの活用を促し、都市か

らの移住や交流を受け入れるなどの定住支援システムの構築、運営を

促進する。

地域定住支援システム構築業務委託 45,408
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滋賀県議会議員 575,713 平成23年４月29日に任期満了となる滋賀県議会議員の一般選挙の執

一般選挙執行費 (144,158) 行に要する経費

○一 575,713 １ 県選挙管理委員会の管理執行事務費 168,992

２ 市町交付金 406,721

滋賀県議会議員 9,178 平成23年４月29日に任期満了となる滋賀県議会議員の一般選挙の啓

一般選挙啓発費 (12,972) 発に要する経費

○一 9,178 １ 選挙啓発費 9,178

【市町振興資金貸付 300,000 市町等が行う地域の振興のための事業に要する資金の貸付を行う。

事業特別会計】 （300,000）

市町振興資金貸付金 １ 貸付先

市町および一部事務組合等

諸 300,000

２ 貸付対象事業

公共施設の整備等の事業

３ 貸付枠

（1）一般事業資金 200,000

（2）特別事業資金 100,000
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【事業課】

【公営競技事業特別 54,310,000 県財政の健全化に寄与するため、モーターボート競走を周年競

会計】 (58,350,000) 走（ＧⅠ）など１５６日間開催し、賞金王決定戦競走など他場で

開催されるＳＧ競走やＧⅠ競走の場間場外発売を１４０日間行う。

公営競技事業 また、「ボートピア京都やわた」において年間３６０日の場外

公 25,283,210 発売を行う。

使 23,720 １ 競艇事業

財 197 収入合計 25,553,350

越 30,000 (1) 売上金 24,600,000

※ 売上金の内訳

諸 28,972,873 本場 8,300,000

ボートピア 1,300,000

電話投票 6,000,000

場間場外 9,000,000

(2) その他収入 953,350

支出合計 25,553,350

(1) 払戻金・返還金 19,050,000

(2) 法定交納付金 930,360

(3) 事業運営費 5,542,990

(4) 繰出金 30,000

２ 場外発売受託事業

収入合計 28,756,650

(1) 売上金 14,600,000

※ 売上金の内訳

本場 3,300,000

ボートピア 11,300,000

(2) その他収入 14,156,650

支出合計 28,756,650

(1) 払戻金・返還金 26,350,000

(2) 事業運営費 2,386,650

(3) 繰出金 20,000


